The Authority to Estimate the Taxpayer’s Income under Japanese Transfer Pricing Taxation （Case Study） by Mizutani, Toshihiro
岡山大学経済学会雑誌 45（３），2013，65 〜 84
移転価格税制における推定課税（判例評釈）
≪東京地裁平成 23 年 12 月１日判決１ ≫
水　　谷　　年　　宏
１　事実の概要
　⑴ 　原告はパチスロ台用モーターの製造販売を行う会社であり，従前，製造業者P3社から直接，パ
チスロメーカー等に販売するための小型モーターを仕入れていた。しかし，平成11年12月以降，
原告とP3社との間に，香港に所在する原告の国外関連者である法人P1社２を介在させて，原告は
P1社とパチスロメーカー向けコインホッパー用モーター（以下「本件モーター」という。）を仕
入れる取引（以下「本件取引」という。）３を行うようになった。
　⑵ 　原告は，本件モーターに属する一部の種類について，関連会社であるP4社に転売し，P4社に
よる加工の後で買い戻してパチンコメーカであるP5社に，本件モーターに属する残りの種類に
ついて，P6に販売していた。なお，P6は購入した本件モーターをコインホッパーのメーカーで
あるP7社に転売していた。
　⑶ 　平成14年４月頃から，課税庁は原告に対する税務調査を行っていたところ，本件取引が開始さ
れた平成11年12月以降，その仕入価格が２倍強に高騰した事実を把握した。平成14年６月以降，
課税庁は，P1社の財務諸表，本件取引に関する価格算定資料等の提示等を再三再四求めたにも
かかわらず，十分な資料の提示等がなかったことから，平成16年法律第14号による改正前の租税
特別措置法（以下「租特法」という。）66条の４第１項に規定する独立企業間価格を算定するた
めに必要と認められる帳簿書類等が遅滞なく提示等されなかったと判断した。そして，平成17年
３月，課税庁は同条７項により算定した価格を本件取引の独立企業間価格と推定して平成11年12
月期ないし平成15年12月期の各事業年度（以下「本件各事業年度」という。）の法人税について
の更正処分等を行った４。
１　平成19（行ウ）第149号（裁判所ホームページ行政事件裁判例集，LEX/DB25490022参照），控訴審は東京高判平成25
年３月14日（未掲載）。
２　P1社は租税特別措置法66条の４第１項に規定する国外関連者である。
３　本件取引は租税特別措置法66条の４第１項に規定する国外関連取引である。
４　更正処分等を行った当時は租税特別措置法66条の４第７項であり，以下のように規定されていた。なお，現行法では，
租税特別措置法66条の４第６項。
　　「国税庁の当該職員…若しくは所轄国税局の当該職員が，法人にその各事業年度における国外関連取引に係る…独立
企業間価格を算定するために必要と認められる帳簿書類…又はその写しの提示又は提出を求めた場合において，当該法
人がこれらを遅滞なく提示し，又は提出しなかったときは，税務署長は，当該法人の当該国外関連取引に係る事業と同
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　⑷ 　これに対して，原告は，同項による推定の要件を欠き，推定された独立企業間価格は相当なも
のではないなどとして，当該更正処分等の取消しを求めたものである５。
２　主な争点
　　　争点１： 独立企業間価格を算定するために必要と認められる帳簿書類又は写しを遅滞なく提示
又は提出しなかったといえるかどうか（租特法66条の４第７項の適用の可否）。
　　　争点２： 原告が提示した取引は独立企業間価格に基づくものといえるかどうか。
　　　争点３： 推定した独立企業間価格は適法なものかどうか（所定の算定方法の要件を満たすかど
うか）。
３　判旨
　⑴　推定課税の規定に関する基本的な考え方
　　 　「移転価格税制は，…国外関連取引…における…価格設定の結果，所得が国外に移転している
とみられる場合には，その取引を正常な状態に引き直して課税所得を算定することにより，租税
債務のゆがみを取り除く制度として設けられたものである。租特法66条の４第１項…によれば，
法人は，その国外関連取引の対価が独立企業間価格と異なる場合には，独立企業間価格で申告し
なければならないことになるのであり，…我が国の移転価格税制は申告調整型の制度であるとい
うことができる。また，租特法66条の４第７項は，…主として，…独立企業間価格の算定の根拠
となる帳簿書類等の提示又は提出についての納税者の協力を担保する趣旨で設けられたものであ
る。…そのような帳簿書類等の提供又は提出について納税者側からの協力が得られない場合に，
課税庁が何の手だてなくこれを放置せざるを得ないということになれば，移転価格税制の適正公
平な執行が不可能となることから，推定による課税の制度が設けられたものと解される。」推定
課税の規定に基づいて行った更正処分「に不服のある納税者としては，推定課税が行われる要件
が満たされていないにもかかわらず推定課税が行われたことや推定課税の方法（同種事業類似法
人の選定方法等）が違法であること等を主張して当該更正処分の違法性を争うか（この場合に
は，更正処分の適法性については被告に主張立証責任がある。），当該国外関連取引に係る適正な
独立企業間価格を自ら主張立証して，同項の推定を破るかのいずれかの方法を採ることが考えら
れる。」
種の事業を営む法人で事業規模その他の事業の内容が類似するものの当該事業に係る売上総利益率又はこれに準ずる割
合として政令で定める割合を基礎として」再販売価格基準法若しくは原価基準法又はこれらの方法と同等の方法「によ
り算定した金額を当該独立企業間価格と推定して，当該法人の当該事業年度の所得の金額…につき…更正又は…決定を
することができる。」
５　異議申立て（平成17年５月18日），異議申立ての棄却決定（平成17年８月９日），審査請求（平成17年９月５日），審
査請求の棄却裁決（平成18年９月４日），本件訴えの提起（平成19年３月４日）
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　⑵　争点１（租特法66条の４第７項の適用の可否）
　　ア 　課税庁は，「原告に対し，少なくとも，…６回にわたり，…P1社の財務資料の提示を求め，
…４回にわたり，…本件取引の価格算定の根拠となった資料の提示を求めたが，原告は，これ
らの書類を提示しなかったことが認められる。独立企業間価格の算定のためには，」移転価格
税制における算定方法のうち「いずれの方法による場合でも，当該国外関連取引と比較対象取
引の差異を調整するため…，通常の利益率…並びに所得の発生に寄与した程度…を算定するた
めに，本件取引の当事者である原告及びP1社が本件取引においてどのような役割を果たして
いたかを客観的に把握することが必要であるところ，P1の財務書類はP1社の機能を端的に知
ることを可能とする客観的な書類として，また，原告における本件取引の価格算定のための資
料は原告とP1社の役割を原告がどのように見積もっていたかを知るための資料として，いず
れも独立企業間価格の算定に必要な書類であり，これらを提示しなかったことにより，原告は，
独立企業間価格を算定するために必要と認められる帳簿書類又はその写しを遅滞なく提示又は
提出しなかったものというべきである。」
　　イ 　「独立企業間価格の算定に必要な書類とは，納税者が現に所持したり，作成したりしている
書類に限られるものではないのであって，…その書類が独立企業間価格の算定に必要と認めら
れる以上は，特段の事情がない限り，その書類が提出されない場合には，…推定課税の要件
は満たされるというべきである。これを本件についてみると，…P1社の財務書類は，原告代
表者及びその親族がその全株式を保有する，原告の国外関連者であるP1社の財務書類であり，
…同社はその当時，当該財務書類を既に作成し所持していたと認めることができるから，…原
告においてP1社から入手した上で提出することは可能であったと認められ，」原告代表者の親
族で平成16年10月以降，P1社の唯一の株主兼代表者となった「P17が損益計算書等の提供依頼
に応じなかったなどというだけで上記特段の事情があったということ」はできず，「原告は本
件取引の価格算定のための資料は，…本件取引を行うに当たり当然にその価格算定をしていた
と認めることができるから，…現に所持していないものであったとしても，…本件取引に関す
る記録に基づいて新たに作成した上で提出することは可能であったと認められ，上記特段の事
情があったとはいえない。」さらに，原告は「租特法66条の４第８項後段の努力義務６を尽く
しているから，同条７項の適用の前提を欠く」と主張する。しかし，租特法66条の４第７項及
び同条第８項の文言，推定による課税の制度が設けられた趣旨並びに同条第８項が「同条７項
の後に配列されていること…からすれば，同項の推定課税は…所定の帳簿書類等を遅滞なく提
示又は提出しなかったことを要件としているのであって，…同条８項後段の入手義務が尽くさ
れないことが推定課税の要件となると解することはできな」い。
６　更正処分等を行った当時は租税特別措置法66条の４第８項であり，以下のように規定されていた。なお，現行法は租
税特別措置法66条の４第７項。
　　「国税庁の当該職員…若しくは所轄国税局の当該職員は，法人と当該法人に係る国外関連者との間の取引に関する調
査について必要があるときは，当該法人に対し，当該国外関連者が保存する帳簿書類又はその写しの提示又は提出を求
めることができる。この場合において，当該法人は，当該提示又は提出を求められたときは，当該帳簿書類又はその写
しの入手に努めなければならない。」
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水　谷　年　宏272
　⑶　争点２（原告が提示した取引は独立企業間価格に基づくものといえるかどうかという点）
　　ア 　「推定課税を行う要件が満たされた場合，…納税者側が推定された金額と異なる金額が適正
な独立企業間価格であることを立証すれば，…租特法66条の４第７項に基づいて算定された金
額を独立企業間価格と推定することは許されないこととなる。しかし，法律で定められた推定
を破るという法律効果を生ずるものであることからして，納税者側が主張する金額が適正な独
立企業間価格であることの立証責任は，納税者側が負うと解するのが相当であり，納税者側は，
その主張する金額が，同条第２項に定める方法に従って計算された適正な独立企業間価格であ
ることを立証する必要がある。原告は，P6とP7社との間の○に係る取引（以下「P6及びP7社
間の比較対象取引」という。）の取引価格を用いて独立価格比準法により独立企業間価格を算
定することができると主張する。そうすると，原告は，本件取引とP6及びP7社間の比較対象
取引が，①同種の棚卸資産を対象とし，②取引段階，取引数量その他が同様の状況の下におけ
る売買であることを立証しなければならないと解される（租特法66条の４第２項１号イ参照）。」
　　イ 　「しかしながら，…本件取引は，…卸業者であるP1社が，同じく卸業者である原告に対し転売
する取引であり，…一次卸業者の二次卸業者に対する売買取引であるのに対し，P6及びP7社間
の比較対象取引は，…卸業者であるP1社，原告を経てP6に転売されたものをP7社に転売するも
ので，三次卸業者が当該製品を加工して新たな部品を製造する業者に対して販売する取引であ
るから，両者は取引段階を異にする取引であることになる。…この点，原告は，…P1社と…P6
は，いずれもパチスロ筐体メーカーにコインホッパーを納入する業者に対してモーターを納入す
る業者であり，パチスロ筐体メーカーから数えた取引段階は同一であるから，取引段階は同一で
あると主張する。しかし，…独立価格比準法について，国外関連取引に係る棚卸資産と同種の
棚卸資産を『当該国外関連取引と取引段階が同様な状況の下で』売買した取引の対価の額に相
当する金額をもって当該国外関連取引の対価の額とする方法と定めたのは，一般に，棚卸資産を
売買した取引の対価の額は，卸売段階から小売段階に進むに従って各事業者の経費や利潤に相
当する金額が累積することにより上昇するので，…同種の棚卸資産を売買した取引が当該国外関
連取引と取引段階が同様の状況の下で行われたものであることを必要とするからであると解され
るところ，当該国外関連取引に係る棚卸資産の製造業者から数えた取引段階が異なる場合には，
同棚卸資産の消費者ないし同棚卸資産を利用して新たな資産を製造する業者から数えた取引段
階が同一であるとしても，…累積されている各事業者の経費や利潤に相当する金額に差異が生
ずることになるから，…当該国外関連者取引の対価の額とすることはできないというべきである。
…もっとも，…取引段階に差異のある状況の下で行われたものであるとしても，その差異により
生ずる対価の額の差を調整することができるときは，その調整を行った後の対価の額に相当す
る金額をもって当該国外関連取引の対価の額とすることができるものである…が，…一次卸業者
であるP1社及び二次卸業者である原告の経費や利潤に相当する金額をにわかに認めることはで
きず，しかも，P6及びP7社の間の比較対象取引は，メーカーからP6に至る間に」関連者間取引7
７　本判決の中で，非関連者間取引と非関連者取引，関連者間取引と関連者取引が統一されず使用されているようである
が，国税庁が定めた「移転価格事務運営要領（事務運営指針）」の中のその定義を定めた１－１において，「非関連者間
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「を経ている上，平成14年９月以降は，原告のP1社からの購入価格とP6への転売価格が同額…と
なっていることからすれば，…差異調整をすることができる取引であるとは解され」ない。「また，
…取引段階が同一である旨の原告の主張は，本件取引におけるP1社とP6及びP7間の比較対象取
引におけるP6がそれぞれの取引において同一の役割を負っていることを前提とすると考えられる
…が，…P1社の役割と…P6の役割が同一であると認めることできない８」。
　　ウ 　「上記のとおり，原告は，P6及びP7社間の比較対象取引により本件取引の適正な独立企業間
価格を算定したとはいえないから，…本件取引について推定課税をする要件は満たされている
というべきであるし，…推定の効果が破られることもないというべきである。」
　⑷　争点３（所定の算定方法の要件を満たすかどうかという点）
　　ア　ア 　「租特法66条の４第７項は，…推定課税の方法として，当該法人の当該国外関連取引に
係る事情と同種の事業を営む法人で，…事業の内容が類似するものの売上総利益率等を基
礎として算定した金額を当該独立企業間価格と推定して更正処分等をすることができる旨
規定する。したがって，本件各更正処分等が適法であるためには，本件類似３法人が本件
取引に係る事業と同種の事業を営む法人で…事業の内容が類似するものであることが必要
である。そして，…同項の構造は，…課税庁において『推定』した一応独立企業間価格と
認められる金額を基に更正処分等をできるものとしつつ，納税者側が適正な独立企業間価
格の立証をすることにより，その推定を破ることを認めるというものであることからすれ
ば，…納税者側の不提示，不提出という事情が存する場合に，…独立企業間価格の立証責
任を課税庁側ではなく納税者側に負わせることとする一種の立証責任の転換を定めた規定
取引」という引用があることから，非関連者間取引，関連者間取引に統一することとする。
８　この認定に関して，本判決では以下のように判示している。
　　「本件取引は，従前P3社と原告との間では，本件モーターを直接売買する取引が行われていたところ，原告の申し入れ
により…P1社が加わるようになったものであって，P1社が独自に開拓した取引関係ではな」く，「売買価格等に関する交
渉も原告のP9専務及びP17とP3社の担当者との間で行われたというのであるから，取引開始に当たっては，P1社が果たし
た役割は極めて小さいといえる。また，…本件モーターの機種が新しくなった際の価格交渉も実質的にはP3社の担当者
と原告のP9専務との間で行われたこと，…P1社がP3中国工場への働き掛けをたびたび行っていたとは認め難いことから
すれば，取引中においても，P1社が独自の立場で本件モーターの本件取引に関わっていたとは認め難い。さらに，原告
は，本件取引に当たっては，納期管理が極めて重要であ」る「旨主張するが，…納期に遅延しそうになった場合の対応は，
最終的には原告が行っていると考えられる」。「原告は，P1社が①発注予定を見越してP3社に対する発注をしたり，②香
港の乙仲業者の倉庫を利用して納期の調整をしたりしていた旨主張するが，上記①については，…原告からの指示を受
けた場合に，正式な発注に先立って…発注してP3社に保管させていたというものにすぎず，…上記②についても，…乙
仲業者の倉庫を利用できることは暗黙の慣行となっていたということであり，…特別な手配をしていたという事情はうか
がわれない。加えて，…P1社が損害賠償等をしたことを客観的証拠により認めることができるのは，…本件各事業年度
より後の年度のことであり…本件各事業年度において，P1社が具体的に納期遅延や不良品についての責任を負っていた
と認め難い上，原告のP9専務が，…本件モーターの納期遅延の責任は原告が第一次的に負うとしていることなどからして，
P1社が…責任を負うのは，専ら原告からの求償に基づく請求を受けたことによるものであると考えられるところ，そのよ
うな請求を受けたP1社としては，納期遅延」等「の原因がP3社にある場合は，P3社に対して更に損額賠償を行えればよ
い」。「（原告は，P1社が新たな取引先の開拓や新規製品の開発に係る活動を行っていたなどを主張するが，これらの活動は，
本件取引におけるP1社の役割とは直接関係がないというべきである。）」また，「P6の役割についても的確に認める証拠は
なく，…役割が同一であることを認めるに足りる証拠はないというべきである。」
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であると考えられ，…同項所定の算定方法に従って算定された一応独立企業間価格と認め
られる金額であれば同項の趣旨に反するものではないと考えられること，…推定課税が不
可能又は著しく困難となる場合が多くなることは移転価格税制の制度の意義を没却するこ
とにつながりかねないことからすると，…事業の同種性…及び…事業内容の類似性…につ
いては，それほど高度で厳格なものは要求されていないと解するのが相当である。…納税
者側は，独立企業間価格の算定のために必要な書類を提出すれば推定課税の適用を免れる
ことができるし，仮に…遅滞なくこれらの書類を提出できなかった場合でも，自ら適正な
独立企業間価格を主張立証することにより，推定を破ることができることからすると，…
納税者側にとって過酷なものであって不当であるということはできない。」
　　　　イ 　「原告は，…関連者間取引を主として行っている企業を同種事業類似法人とすることは
許されないとする。しかし，租特法66条の４第７項」等「には，その文言上，」関連者間
取引を「行っている法人を除外すべきことは規定されていない。そして，…同項所定の算
定方法に反しない限り，その要件を厳格に解する必要は必ずしもないというべきであり，」
関連者間取引を「含んだ金額を基礎とすることが直ちに許されないものではないと解すべ
きである。」
　　　　ウ 　原告は，推定課税において，関連者間取引を「主として行っている企業を同種事業類似
法人とすることは許されないとして，…種々主張するので，これについて検討する。」
　　　　　Ａ 　「OECDガイドラインが独立企業間価格の算定に当たっては，」非関連者間取引を「比
較対象とするものとしており，推定課税においても，」このことを「前提としている旨
主張する」。しかし，「独立企業間価格それ自体の算定とは異なる推定課税の適用に当たっ
ては，独立企業原則を厳密に適用する必要は必ずしもないと解すべきである」。
　　　　　Ｂ 　「租特法66条４第７項と同条２項が，『独立企業間価格』という同一の文言を用いてい
ることから，同条７項の独立企業間価格を算定する際に」非関連者間取引に「基づくこ
とが必要であると主張する。しかし，同項に規定する方法によって算定される金額は，
独立企業間価格と推定されるべき金額にすぎないのであり，推定の前提となる事実であ
る同種事業類似法人の売上総利益率等を用いて算定した金額は独立企業間価格そのもの
ではないのであるから，」非関連者間取引で「なければならないことが当然に導かれる
ものではない。」
　　　　　Ｃ 　「租特法66条の４第２項１号に規定された…算定方法も推計的な方法である点で同条
７項に規定された算定方法と本質的な差はないと主張する」。しかし，同条７項は，「所
定の方法により算定した金額を独立企業間価格と推定するものと定めており，…明らか
に規定の仕方が違う」。
　　　　　Ｄ 　「租特法66条の４第７項は，同条２項１号ロ又はハに掲げる方法を用いると定めてい
るところ，同号ロ及びハは通常の利潤の額という文言を用い，この通常の利潤の額の算
定方法を定める租特令39条の12第６項」等は，「通常の利益率という文言を用い，非関
連者間の独立企業間価格を算定することを明らかにしていると主張する」。しかし，「租
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特法66条の４第７項は，…通常の利潤の額に代えて同種事業類似法人の売上総利益率等
を用いた上で…推定の基礎となる金額を算定する旨を定める規定であると解すべき」で
ある。
　　　　　Ｅ 　「本件租特法通達⑵－3９が租特法66条の４第７項においても適用されることを前提と
して，上記通達に従って，」非関連者間取引との「類似性の検討が必要とされる旨主張
する」。しかし，「上記通達は，比較対象取引に該当するかどうかの判断基準を定めたも
のであるところ，…比較対象取引とは同条１項の独立企業間価格の算定の基礎となる比
準取引をいうと定めており，同条７項の推定に用いられる同種事業類似法人の選定の際
には，本件租特法通達⑵－3の規定は関係のないものであることは明らかである」。
　　　　　Ｆ 　「法令上比較可能性又は類似性について言及されていない利益分割法…に属する残余
利益分割法について本件租特法通達⑷－510が」非関連者間取引を「比較対象取引とし
て選定すべきである旨定めていることからすれば，法令上非関連者間の通常の利益率に
基礎に置くものとして規定された推定課税においては，」非関連者間取引を「行う同種
事業類似法人が選定されなければならない旨主張する」。しかし，「推定課税においては，
通常の利益率を基礎として推定の基礎となる金額を算定するものではない」。
　　　　　Ｇ 　「取引単位営業利益法を定める…改正後の租税特別措置法施行令39条の12第８項２号
…には，」非関連者間取引に「限る旨の文言はないが，通達等によれば，同号に係る比
較対象取引が」非関連者間取引に「よるものであることが当然の前提とされていること
からすれば，」推定課税の規定においても，非関連者間取引を「用いるべきことは当然
の前提とされている旨主張する」。しかし，「上記改正後の同項２号の『再販売者』…の
定義には，…非関連者との取引であることが含まれている…のであって，このような限
定が明記されていない推定課税の規定の解釈において」非関連者間取引を「用いるべき
であることが当然の前提とされているということはできない」。
　　　　　Ｈ 　「法律上の推定規定が経験則を法規化したものであるから同種企業類似法人の粗利益
率から国外関連取引の独立当事者間取引を合理的に推定できるという判断が成り立つこ
とが前提である旨主張する」。しかし，「ある事実から他の事実を推定できる旨の法律の
規定には，立証責任の転換を定めたものなどもあり，全ての場合が経験則を法規化した
場合であるとは限らず，…推定課税も，…立証責任の転換の規定と解することができ，
…『推定』という文言を用いていることから…推定課税の基礎となる法人が」非関連者
間取引を「行っている法人でなければならないことが導かれるとはいえない。」
　　　　　Ｉ 　「租特法66条の４第７項の推定課税と法人税法131条…等に基づく推計課税は同一の構
造を有することから，真実の独立当事者間価格と合致又は近似する蓋然性が必要である
と主張する」。しかし，「推定課税は移転価格税制の制度であり，…推計課税が用いられ
９　更正処分等を行った当時のもの。現行通達では，租特法通達66の４⑶－3。
10　更正処分等を行った当時のもの。現行通達では，租特法通達66の４⑸－4。なお，原告が主張している基本的利益に
ついては，同通達66の４⑶－1⑸参照。
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る場面と異なることからすれば，推計課税の原則が直ちに推定課税に当てはまるとはい
え」ない。
　　　　エ 　「租特法66条の４第９項は，推定課税を行う際に，…同種事業類似法人に対する質問検
査権を行使することを認めているところ，…質問検査権で得られた情報を推定課税におい
て用いることが前提とされていると解するのが相当である。他方，これらの企業は，…そ
の事業内容や財務状況等の詳細について，課税庁の職員が守秘義務を負っていることは当
然である。これらによれば，…その事業内容や財務状況等について開示することができな
い同種事業類似法人を用いて推定課税することを予定しているというべきである。原告は，
そのような制度は納税者の防御の機会を奪うもので相当ではない旨主張するが，それは，
立法政策の当否を問うものにすぎないし，…守秘義務に反しない限度で，同種性，類似性
についての立証をし，これに対して納税者がその信用性を争うなどをすることは可能であ
る」。また，「推定課税の制度が，主として，…独立企業間価格の算定の根拠となる帳簿書
類等の提示等についての納税者の協力を担保する趣旨で設けられたものであること，…納
税者は，自ら独立企業間価格を立証して推定を破る方法を採ることができることからすれ
ば，このような制度になっていることが納税者にとって過酷であるとはいえない。」
　　イ 　「推定課税が適法であるためには，事業の同種性及び事業内容の類似性が必要であり，」課税
庁に「立証責任があるというべきであるところ，その立証に当たっては，行政処分の適法性の
判断の一般原則に従い，処分時に存した全ての事情を基礎にして当該処分時を基準として判断
すべきである」。しかし，「推定課税の趣旨からすれば，事業の同種性及び事業内容の類似性に
ついて高度なものを要求するのは相当でなく，…事業及び事業内容の差異が粗利益率レベルで
かなりの差をもたらすものでないことが事業の同種性及び事業内容の類似性を認めるための一
応の判断基準となるというべきである（租特法66条の４第７項の文言によれば，立証の対象と
しての事実は事業の同種性及び事業内容の類似性であり，粗利益率レベルでかなりの差をもた
らすものでないことを事実として立証する必要があるとは解されない。）。そして，同種事業類
似法人の選定の作業は，…比較対象取引の選定の作業と判断の手法が類似することからすれば，
…本件特措法通達⑵－3に掲げられた要素が参考となるというべきである（ただし，…推定課
税の趣旨が…独立企業間価格を求める趣旨とは異なることからすれば，ある要素が…比較対象
取引の判断基準として重視されているからといって…同種事業類似法人の判断基準として重視
されるとはいえないし，また，その判断基準も相当緩和されたものになるというべきである。）
から，…同通達に掲げられた要素を含め事業の同種性及び事業内容の類似性を判断するための
要素について検討することとする。
　　　　ア 　「租特法66条の４第７項に定められる事業の同種性とは，…一般的には，例えば，問題と
なっている取引の対象資産と似かよった資産の卸売業者であるとか…といったレベルで共
通していることをいうと解すべきであるところ，…本件類似３法人は，いずれも小型モー
ター等を仕入れて加工しないまま再販売する卸売業を営んでおり，…P1社は，小型モーター
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等を仕入れて再販売する卸売業を営んでおり，…事業の同種性が一応認められるといえる。」
　　　　イ 　「本件類似３法人のうち，a社とc社は主としてステッピングモーターを取り扱っており，
b社とP1社は，主としてDCモーターを取り扱っていたことが認められる。原告は，小型モー
ターの中でもDCモーターとステッピングモーターでは製品が異なると主張するが，これ
らのモーターは『小型モーター』という種類に含まれ，…DCモーターやステッピングモー
ターのメーカーをまとめて掲載している資料も存在すること，…双方を生産しているメー
カーも少なからず存在すること」，それぞれの卸売事業において「粗利益率でかなりの差
が生ずることを的確に認めるに足りる証拠がないことからすれば，…事業の同種性を否定
する要素となるとは言い難い。なお，原告は，本件類似３法人の取扱製品について，…説
明が変遷を重ねており，信用性に乏しい旨主張するが，…本件類似３法人の取扱商品の中
心が小型モーターであることと矛盾するものではないという点において一貫しており，…
信用性に乏しいということはできない。」
　　　　ウ 　「P1社の従業員数は数名から多くても７，８名であったことが認められ，…本件類似３法人
の従業員数…と大きく異ならない。また，…本件類似３法人の売上高は，最も規模の大きい
a社の最も売上高の多い年度において50億円を超え60億円以下であることが認められ，…P1
社の年間売上高は，…１億円ないし５億円程度であると認められ又は推認されるところ，…
小型モーターのメーカーには，売上高数億円規模の企業から売上高1000億円を超える企業
まであることに鑑みれば，本件類似３法人とP1社の売上規模が大きく異なるとまではいい
難い。なお，原告は，P1社の売上規模を算定するに当たっては，移転価格調整によって調
整された後の取引価格を基準にすべきである旨主張するが，」移転価格税制は，「独立企業
間価格で取引が行われたものとみなして課税を行う制度であり，移転価格調整によって直
ちに国外関連取引の相手方の売上高が減少するものではないことからすれば，失当である。」
　　　　エ 　「本件類似３法人は，主として親会社の指示に基づいて…製造会社が製造した小型モー
ター等を指定された得意先に引き渡すという限定された業務を行っているのであり，この
業務の内容からして特段のリスクを負っていないものと推認される。他方，P1社は，…
本件各事業年度における本件取引に関して，自ら主体的な役割を担っていたとはいえず，
リスクも負っていたとはいい難い。また，…P1社の取引のほとんどは，原告が相手方となっ
たものであると認められるところ…本件取引以外の取引においてもP1社が主体的な役割
を果たしていなかったことが推認される」。こうしたことからすれば，「P1社は，その事
業全体について，…限定的な業務しか行っていなかったというべきである。したがって，」
機能及びリスクの点に関して，「本件類似３法人とP1社の間に大きな違いはなかったもの
というべきである。なお，原告は，P1社の販売管理費」比率11が「平均で約26％であり，
本件類似３法人の販売管理費」比率と比べて高かったことは，P1社と本件類似３法人が機
11　本判決において，例えば，「P1社の販売管理費が…平均で約26％」というように明らかに誤りがみられるため，本判
決の別紙10（「争点に関する当事者の主張」）の「争点⑵」の原告の主張として105頁に記載されている「販売管理費比率」
を使用する。
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能及びリスクの面で異なっていることを表している旨主張するが，この販売管理費」比率
「は，…P17に対する報酬を含んでおり…この報酬額を控除した」場合，「約８％ないし約
18％であるところ，P17は，…P1社が活動を開始した直後には取締役報酬を受け取ってい
なかったものの，平成13年４月頃になって突如としてP1社から報酬を受け取るようになっ
たものであることからして，P1社からP17に対する報酬が支払われるようになったのは，
P1社の利益を減らすための工作であることが強く疑われるから，…販売管理費」比率「が
高かったとしても，そのことから，P1社の機能及びリスクが本件類似３法人と大きく異
なるといえるわけではない。」
　　　　オ 　「卸売業を営む法人がメーカーから小売までのどの段階にあるかによって粗利益率にど
れだけの差が生ずるのかを的確に認めるに足りる証拠はない。租特法66条の４第２項によ
り独立企業間価格を求める際には，国外関連取引と比較すべき取引を選定しなければなら
ないことから…取引段階の差異を適切に調整することが必要となるが，同条７項による推
定課税を行う際には，国外関連取引に係る事業と同種の事業を選定するのであり，事業と
いう文言が各種の取引を包括したものであることは明らかであり，ある事業に属する取引
は各種の取引段階にあるものが含まれているのが通常であると考えられること，…同項に
いう事業の同種性及び事業内容の類似性として高度なものが要求されているとはいい難い
ことからすれば，取引段階が異なることによって粗利益率に多少の差が生ずることがあっ
ても，…大きな障害になるとはいえないというべきである。」
　　　　カ 　「モーターの用途によって粗利益率レベルでかなりの差が生ずることを認めるに足りる
証拠はない。」推定課税の規定においては，「同種の事業を営む法人で事業の内容が類似す
るものを選定することが必要とされているのであり，小型モーターの卸売業を営む者は，
複数の用途のモーターを取り扱うのが通常であると考えられること…からすれば，」用途
の違いは，「大きな障害とはならないと考えられることに加え，…小型モーターは，…一
般的には汎用性のある製品であることが認められ，…P1社が取り扱うモーターは汎用的
な製品と異なる特殊なものではないことが認められることからすれば，…同種性類似性が
直ちに認められなくなるものではない。」
　　　　キ 　「原告は，販売先の市場によって一般的に利益率が異なり，また，販売先の市場によっ
て小型モーターの製品の価格が異なるから利益率は異なるはずであると主張するが，…販
売先の市場の違いによって粗利益率にかなりの差が生ずることを的確に認めるに足りる証
拠はなく，かえって，…販売先の市場のみならず，小型モーターが組み込まれた最終的な
商品の市場がどこであるかにも影響されると解するのが相当であること，小型モーターの
卸売業は通常複数の市場に存在する買主に対し小型モーターを売却しているものと解され
るところ，…同種の事業を営む法人で事業内容が類似するものを選定することを求めてい
ることからすれば，販売先の市場が地理的に異なることは…同種事業類似法人を選定する
ことの障害とはならないとするのが」推定課税の規定の「趣旨であると解されるのであっ
て，…直ちに同種性類似性が認められなくなるものとはいえない。」
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　　　　ク 　「原告は，本件取引の対象製品であるパチスロ台用の小型モーターが，風営法により…
規制対象となっており，…そのような規制のない製品を対象とする本件類似３法人の事業
とは粗利益率が大きく異なると主張する。しかし，風営法によるパチスロ台の規制は，…
客の射幸心をそそるおそれがあるものを排除するために設けられているものであることが
認められ，その観点からは，コインの排出確率やその枚数を決定するコンピューター等の
部分については厳しい検査がされるものと解されるが，…小型モーターが組み込まれるコ
インホッパーに関しては，…正確な枚数のコインが排出される機能さえ備わっていればそ
の規制の趣旨は十分果たされることに加え，…本件モーターのような部品については，…
一旦あるパチスロ台用として製造した部品を当該パチスロ台については変更することがで
きないという以上の規制はな」い。なお，「ある機種のパチスロ機が生産される期間は比
較的短いものと考えられ，ある機種用に同じ部品を生産し続けなければならないことによ
る負担は小さいものと思われる。…そうすると，本件取引に係る事業と一般的な小型モー
ターを対象とする卸売取引との間で粗利益率にかなりの差を生じさせる点であるとはいい
難い。」
　　　　ケ 　「原告は，パチスロ台の部品市場が寡占的な市場であると主張し，」その証拠の中には「そ
の趣旨の内容があるが，これと反対の趣旨の証拠（…パチスロ台メーカーとして参入する
業者も少なくないことが認められ，…パチスロ台用の小型モーターが一般的な製品である
ことからすれば，少なくともパチスロ台の小型モーターの市場への参入は容易であったこ
とが推認される。）が存在することに照らし，…パチスロ台用の小型モーター市場が特に
寡占的な市場であったことを的確に認める証拠はないというべきである。原告はパチンコ
台業界においては，パテントプールといった慣行により，寡占性が維持されていたと主張
するが，これは，パチンコ台メーカーの寡占性であり，…本件モーターが一般的なモーター
であることに鑑みれば，…直ちに…コインホッパー用モーターの市場が寡占的であったと
までいうことはできない。…本件取引が，従前P3社と原告との間で直接行われていた本
件モーターと特に変わらない条件…において，P1社を介して取引をするようになったも
のであり，また，…P1社が本件取引において限定的な機能しか果たしていないにもかか
わらず，P1社が介在したことによって，原告の本件モーターの仕入れ値が高騰したとい
う事情…の下では，本件モーターの市場が寡占的であることによって，…事業の同種性及
び事業内容の類似性が否認されることになるとはいえない。…原告は，寡占的な市場であ
ることを理由として，短い納期に対応できる業者でなければならないことを理由として挙
げるところ，原告が，短い納期の例として…翌日又は翌々日までにP3社製のモーターに
原告側で加工を施したものを納入することを求めるものであるところ，…このような発注
は，…原告が在庫として保有する加工後の製品の出荷を求めるものか，せいぜい原告に既
に納入されていた本件モーターに加工を施して出荷することを求めるものと解するのが相
当であ」る。
　　　　コ 　「原告は，契約条件が異なることが本件類似３法人の事業と本件取引に係る事業との間
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の事業の同種性及び事業内容の類似性に影響を与える旨主張するが，…国外関連取引に係
る事業と同種類似の事業における利益率等を算定すればよいのであり，個々の契約条件の
異同は，特段の事情がない限り事業の同種性及び事業内容の類似性に影響を与えないと解
すべきであ」る。「また，原告は，本件類似３法人の財務諸表が開示されていないため，
本件類似３法人の粗利益率の算定が正確であるかどうかや本件類似３法人とP1社との間
で会計処理に整合性があるかどうかが明らかではないと主張するが，…租特法は，…守秘
義務の関係でその財務状況について開示することができない同種事業類似法人を用いて推
定課税をすることを予定していることからすれば，」課税庁側「担当者の主張…等によっ
てしか検証できないからといって，事業の同種性及び事業内容の類似性が認められないと
いうことはできない。さらに，原告は，本件類似３法人が主として行っている取引が」関
連者間取引「であることから，事業の同種性及び事業内容の類似性が認められないと主張
するが，」関連者間取引であること自体が，「粗利益率にかなりの差をもたらすものである
ことについて的確に認めるに足りる証拠はない。」
　　ウ 　以上の「点を総合し，特に，…本件取引が従前P3社と原告との間で直接行われていた本件モー
ターの取引と特に変わらない条件…においてP1社を介して取引をするようになったものであ
り，…P1社が本件取引において限定的な機能しか果たしていないという事情を考慮すれば，本
件類似３法人は，…同種の事業を営む法人で…事業内容が類似するものであるということがで
きる。そして，…本件類似３法人の選定方法に不当な点は見当たらない…。そうすると，」本
件類似３法人を利用して，「独立企業間価格を推定したことは適法であ」る。
４　評釈
　本判決は推定課税に関する初めての判決であり，以下のように，推定課税に関連するいくつかの論
点について，裁判所の考え方が明らかにされたことに意義がある。
　⑴　推定課税に関する基本的な考え方に関連する論点
　　ア　推定課税の趣旨
　　　 　基本的な前提として，移転価格税制は「申告調整型の制度」であることを判示している。こ
れは，納税者である法人と国外関連者である法人との間において，独立企業間価格に比して低
額又は高額な取引が行われた場合，納税者たる法人の所得が減少するときには，法人税法上，
当該取引は独立企業間価格で行われたとみなすこととなっており（租特法66条の４第１項），
申告納税制度の下では，一義的には納税者は，算定のために必要となる帳簿書類を準備した上
で自ら独立企業間価格を算定し，必要があれば，申告書作成時に申告調整を行うということが
前提であることを示していると考えられる。
　　イ　推定課税に基づく更正処分等の訴訟方法
????
移転価格税制における推定課税（判例評釈） 281
　　　 　推定課税に基づく更正処分等が行われた場合，不服がある納税者の対応についても述べられ
ている。第一に，推定課税に基づく更正処分等の違法性の主張，すなわち，推定課税の適用に
係る手続的要件が満たされていないとの主張や推定課税の適用に係る内容的要件が満たされて
いないとの主張（推定課税の方法が違法であるとの主張）が挙げられている。第二に，推定課
税の適用要件が満たされていた場合であっても，当該更正処分等に対して適正な独立企業間価
格を主張立証して推定を破ることも挙げられている。
　⑵　推定課税の適用に係る手続的要件に関連する論点
　　ア　推定課税の適用に係る手続的要件
　　　 　本判決における推定課税の適用に係る手続的要件に関する論点は，第一に「独立企業間価格
を算定するために必要と認められる帳簿書類」とは何かという点，第二に原告が「独立企業間
価格を算定するために必要と認められる帳簿書類」を「遅滞なく提示し，又は提出しなかった」
と認定できるかという点である。なお，平成22年度改正後においても，この手続的要件に関す
る部分は基本的には変更されていない12。
　　　　第一の論点につき，本判決は，以下のように判示している。
　　　 　まず，P1社の財務資料は，「P1社の機能を端的に知ることを可能とする客観的な書類」として，
本件取引の価格算定のための資料は，「原告とP1社の役割を原告がどのように見積もっていた
かを知るための資料」として，いずれも「独立企業間価格の算定に必要な書類」と判示してい
る。特に，P1社の財務資料について，独立企業間価格のうちいずれの算定方法であっても，「当
該国外関連取引と比較対象取引の差異を調整するため」，「通常の利益率」及び「所得の発生に
寄与した程度」を算定するため，「本件取引の当事者である原告及びP1社が本件取引において
どのような役割を果たしていたかを客観的に把握することが必要である」とした上で，「P1社
の機能を端的に知ることを可能とする客観的な書類」として，「独立企業間価格の算定に必要
な書類」と判示している点13が重要である。価格，利益率そして，それらを基礎として適正な
12　更正処分等を行った当時は「独立企業間価格を算定するために必要と認められる帳簿書類…又はその写しの提示又は
提出を求めた場合において，当該法人がこれらを遅滞なく提示し，又は提出しなかったときは，…当該独立企業間価格
を推定して，当該法人の…所得の金額…につき…更正又は…決定をすることができる」旨規定されていた。現行法は，
平成22年度改正において，独立企業間価格を算定するために必要と認められる「書類として財務省令で定めるもの」に
改定された。当該改定を受け，租税特別措置法施行規則22条の10において，「財務省令で定める」書類が列挙されている。
その目的は，「課税当局へ提示又は提出する書類」（以下「価格算定文書」という。）が「どのようなものであるかとい
う点について，法律上の規定からは，価格算定文書の範囲が必ずしも明確ではなかったことから，価格算定文書の範囲
について，納税者の予見可能性を確保し，税務執行の透明性・円滑化の観点から，省令において明確化」を図ることで
ある（財務省ホームページ『平成22年度税制改正の解説』507頁）。
13　この点につき，異議を唱える見解もあり，宮塚久弁護士は，「申告調整型の制度の下，納税者の選択した算定方法に
拘らず，『M社の機能を端的に知る』ために国外関連者の財務書類が常に必要であるとまでいえるかは疑問である」と
指摘している（宮塚久「移転価格税制の適用に当たり推定課税が認められた事例〈租税判例速報〉」ジュリスト1442号
（2012年）9頁）。なお，独立企業間価格を算定するために必要と認められる書類について明確化を図った租税特別措置
法施行規則22条の10第1項においても，国外関連取引において法人及び国外関連者が「果たす機能」及び「負担するリ
スク」に係る事項を記載した書類（一号ロ），法人及び国外関連者の「当該国外関連取引に係る損益の明細を記録した
書類」（一号へ）が明確に規定されている。
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所得を算定するに当たり，適切な比較対象取引を選定するには，国外関連取引の売手・買手の
機能及びリスクと比較対象取引の売手・買手の機能及びリスクについて，比較可能性分析する
ことが重要である。その際，機能及びリスクを定性的に分析することとなろうが，定性的な分
析が適切か否かを裏付けるものとして，一般的には財務資料が重要となるわけである。確かに，
原告が「推定を破るため」に用いている「独立価格比準法」は比較対象取引の取引価格から国
外関連取引の独立企業間価格を直接求めるものであり，売手・買手の機能及びリスクの重要性
は，原価基準法等に比して劣るものの，租特法66条の４第２項で規定している「同様な状況の
下で」取引が行われたことを確認する等という点で重要であることは変わりない。また，利益
分割法を除く算定方法を採用した場合，同一の契約条件等で行われる取引は一般的にはありえ
ないことから，本判決が指摘するような「国外関連取引と比較対象取引の差異を調整する」こ
とは必要となり，そうであれば，国外関連者の財務資料は一般的には不可欠であろう。さらに，
「所得の発生に寄与した程度」14を利用して，独立企業間価格を算定する利益分割法については，
納税者と国外関連者の機能及びリスク分析が最重要であることに加え，独立企業間価格を算定
するに当たり，一般的に両者の当該取引に係る営業利益を合算することもあり，両者の財務資
料は不可欠である。
　　　 　次に，「独立企業間価格の算定に必要な書類」とは，「納税者が現に所持したり，作成したり
している書類に限られるものではな」く，「特段の事情がない限り，その書類が提出されない
場合には，」「推定課税の要件は満たされる」と判示している。この点に関連し従来，「租特法
66条の４第８項後段の努力義務を尽くしているから，同条７項の適用の前提を欠く」という原
告の主張を支持する見解が見受けられた15。しかし，本判決においては，租特法66条の４第７
項及び同条第８項の文言，同条７項（推定課税規定）の趣旨，同条７項及び同条８項の配列を
踏まえ，そのような主張（見解）は採用しないことが明確にされている。ただし，「特段の事情」
がどのようなものを想定しているかは必ずしも明確ではない。本件の「原告代表者及びその親
族がその全株式を保有する国外関連者」といった原告が国外関連者を支配下に置くような関係
があると思われる場合はいざしらず，日本に子会社，海外に親会社である国外関連者がある場
合，当該子会社が「独立企業間価格算定に必要な書類」を提出しなかったときには，ここでい
う「特段の事情」に該当するか等更なる検討が必要であろう。
14　このような規定振りは更正処分時におけるものである。平成23年度改正において，「独立企業間価格の算定方法の適
用上の優先順位について，個々の事案の状況に応じて独立企業原則に一致した最も適切な方法を選定することとする仕
組みへと改正された」。「このような仕組みの下では利用可能な独立企業間価格の算定方法が法令において一覧できるこ
とが望ましい」との観点から，従来「法令上は利益分割法として一括りで規定された上で，その解釈として運用されて
きたが」，OECDガイドラインで認められている比較利益分割法，寄与度利益分割法及び残余利益分割法について「そ
れぞれ法令において明確化する」こととなった（財務省ホームページ『平成23年度税制改正の解説』496頁）。そのため，
法令の文言は変更されたが，その基本的な考え方は変更されていない。
15　「移転価格指針別冊『事例集』５頁は，…当該法人が国外関連者に対して資料等の入手努力義務を果たした（税特措
66条の４第８項）にもかかわらず，当該国外関連者から調査官が必要とする情報を入手できない場合においても，推定
課税規定の適用がある旨記載するが，移転価格税制の解釈・適用上の疑問がある」（赤松晃「国際課税の基本的な仕組み」
金子宏編『租税法の基本問題』（有斐閣，2007年）619頁）
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　　　 　第二の論点は，事実認定に関するものであると思われる。平成14年４月頃から平成17年３月
まで税務調査を行い，その間において，原告に対し，「６回にわたり，…P1社の財務資料の提
示を求め，」「４回にわたり，…本件取引の価格算定の根拠となった資料の提示を求めたが，原
告は，これらの書類を提示しなかったことが認められる」と判示している。前述したように，
「P1社の財務資料」及び「本件取引の価格算定の根拠となった資料」は「独立企業間価格の算
定に必要な書類」と裁判所は判断している。したがって，当該書類について，約３年間の税務
調査期間にわたり，再三再四提示を求めたが，原告はそれに従わなかったことから，「遅滞なく」
と判断したことは適切であると考えられる。なお，推定課税の適用に係る手続的要件に直接関
係はないと思われるが，本判決の別紙10（「争点に関する当事者の主張」）の「争点⑵」の被告（課
税庁）の主張として記載されている「同種事業類似法人の抽出方法」において，実際には選定
できなかったのであるが，独立企業間価格の算定方法選定の流れについて触れている。課税庁
は，原告に対して，前述した「独立企業間価格の算定に必要な書類」を単に求めるだけでなく，
その他の独立企業間価格の算定方法選定作業を行っていたことも間接的には評価されたのでは
ないかと思われる。
　　イ　手続的要件が満たされた場合の独立企業間価格の具体的な立証責任
　　　 　前述したように，推定課税に基づく更正処分等の訴訟方法の一つとして，当該更正処分等に
対して適正な独立企業間価格を主張立証して推定を破ることが挙げられている。この論点につ
き，更に詳しく説明されており，「立証責任は納税者側が負」い，租特法66条の４第２項に定
める方法に従って計算された「適正な独立企業間価格であることを立証する必要がある」こと
を明確に示している16。また，推定課税に関する論点には直接関係ないのであるが，独立価格
比準法の要件である「同様の状況」として例示されている「取引段階」について初めて具体的
に判示していることは意義深い。具体的には，「当該国外関連取引に係る棚卸資産の製造業者
から数えた取引段階が異なる場合には，同棚卸資産の消費者ないし同棚卸資産を利用して新た
な資産を製造する業者から数えた取引段階が同一であるとしても，…累積されている各事業者
の経費や利潤に相当する金額に差異が生ずることになる」という理由で，差異調整の余地は残
しつつも，「当該国外関連者取引の対価の額とすることはできないというべきである」と明確
に述べ，原告の「パチスロ筐体メーカーから数えた取引段階は同一であるから，取引段階は同
一である」という主張を退けている点である。
　⑶　推定課税の適用に係る内容的要件に関連する論点
　　ア　事業の同種性及び事業内容の類似性（同種事業類似法人）の認定
16　原告は，補足的に，自らが独立価格比準法を用いて算定した価格が独立企業間価格である旨の証明ができなくとも，
推定課税に基づく価格と比較して独立企業間価格に近いことを証明すれば，独立価格比準法を用いて計算した金額を超
える部分については，更正処分は取り消されるべきである旨主張している（別紙10「争点に関する当事者の主張」の「争
点⑶」の「原告」参照）。
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　　　 　原告は，「関連者間取引を主として行っている企業を同種事業類似法人とすることは許され
ない」と主張する。しかし，推定課税の関連法令の規定において，「その文言上，」関連者間取
引を行っている法人を除外すべきことは規定されていないし，「同項所定の算定方法に反しな
い限り，その要件を厳格に解する必要は必ずしもないというべきであり17，」関連者間取引を含
んだ金額を基礎とすることが直ちに許されないものではないと解すべきであるとして，裁判所
は原告の主張を退けている。推定課税における関連者間取引の利用については従来，賛成する
見解18と反対する見解19があったが，この点について，裁判所の判断が示されたことは意義深い。
　　　 　また，この原告の主張については種々の観点から論理展開しているが，裁判所の判断過程が
参考となる箇所があるので，補足説明していきたい。具体的には，租特法66条の４第２項に規
定する再販売価格基準法又は原価基準法に係る独立企業間価格の算定方法と同条第７項に規定
する推定される独立企業間価格の算定方法の相違点に着目した裁判所の判断過程である20。す
なわち，前者は，再販売価格から通常の利潤の額（当該再販売価格に政令で定める通常の利益
率を乗じて計算した金額）を控除，又は，国外関連取引に係る取得の原価の額に通常の利潤の
額（当該原価の額に政令で定める通常の利益率を乗じて計算した金額）を加算することで求め
るものである。一方，後者は，前者のように取引の単位ではなく，同種事業類似法人の事業単
位であるため21，「利潤の額に代えて同種事業類似法人の売上総利益率等を用いた上で」，「推定
の基礎となる金額を算定する旨を定める規定である」としている。したがって，両者は，「明
らかに規定の仕方が違う」のであり，「推定の前提となる事実である同種事業類似法人の売上
総利益率等を用いて算定した金額は独立企業間価格そのものではないのであるから，」非関連
者間取引でなければならないことが「当然に導かれるものではない」と結論づけている。
　　　 　なお，OECDガイドラインが独立企業間価格の算定に当たっては非関連者間取引を比較対象
としているから，推定課税においても，このことを前提としているとの原告の主張に対して，
本判決は，一応独立企業間価格と認められるものを課税庁が推定したにすぎない「推定課税の
17　推定課税の規定が「一種の立証責任の転換を定めた規定である」と考えられること，「推定課税が不可能又は著しく
困難となる場合が多くなることは移転価格税制の制度の意義を没却することにつながりかねない」ことを踏まえて，「事
業の同種性」及び「事業内容の類似性」については，「それほど高度で厳格なものは要求されていないと解するのが相
当である」と判示している。
18　「第７項の要件を満たしている限り，関連者間取引で構成される事業に係る利益率を基礎として独立企業間価格を推
定して課税することは許容されると解される」（藤巻一男「我が国の移転価格税制における推定課税について」税大論
叢42号（2003年）80頁）。
19　「推定課税規定に基づく独立企業間価格の推定に当たり，関連者間取引を用いることは移転価格税制の趣旨に反する」
（赤松・前掲注13）619頁）。
20　更正処分等を行った時点では，課税庁が推定する独立企業間価格の算定方法は再販売価格基準法，原価基準法，及び
これらと同等の方法に限定されていた。しかし，平成18年度改正で，利益分割法に対応する方法，取引単位営業利益法
に対応する方法等，「通常の独立企業間価格の算定において用いられる方法と同等の方法を用いて課税当局が適切に課
税を行うことができるよう，独立企業間価格と推定できる方法が追加」された。（『平成18年度税制改正の解説』別冊ファ
イナンス（2006年）462頁）
21　租特法66条の４第７項において，「当該法人の当該国外関連取引に係る事業と同種の事業を営む法人で事業規模その
他の事業の内容が類似するものの当該事業に係る売上利益率又はこれに準ずる割合として政令に定める割合を基礎とし
て」と規定していた。
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適用に当たっては，独立企業原則を厳密に適用する必要はない」と判示している。この判示も，
以上の裁判の判断過程及び移転価格税制に不可欠な「独立企業間価格の算定の根拠となる帳簿
書類等の提示又は提出についての納税者の協力を担保する」ことが推定課税の規定設立の主た
る趣旨であることからすれば，当然の帰結のように考えられる。結局，後述のイの視点，すなわち，
事業の同種性及び事業内容の類似性を判断するための基準及び要素により，関連者間取引を主
として行っている企業を同種事業類似法人とすることの適法性を判断することとなろう。
　　イ　事業の同種性及び事業内容の類似性を判断するための基準及び要素
　　　 　「事業の同種性及び事業内容の類似性」については，課税庁に「立証責任がある」ところ，「そ
の立証にあたっては，処分時に存した全ての事情を基礎として当該処分時を基準として判断す
べきである」と判示し，処分当時において「把握していた，あるいは容易に把握し得た具体的
事情を基礎として…社会通念に従って判断すべきものである」という課税庁の主張を退けてい
る。この判示は一見，課税庁の負担が増加したようにみえるかもしれない。しかし，前述した
ように，「事業の同種性」及び「事業内容の類似性」については，「それほど高度で厳格なもの
は要求されていないと解するのが相当である」と判示していることからすれば，課税庁に著し
い負担が生じるわけではないと考えられる。
　　　 　また，事業の同種性及び事業内容の類似性の一応の判断基準として，「粗利益率レベル22で
かなりの差をもたらすものでないこと」が示されている。ただし，一応の判断基準であること
を明確にするため，立証の対象は事業の同種性及び事業内容の類似性であり，「粗利益率レベ
ルでかなりの差をもたらすものでないことを事実として立証する必要があるとは解されない」
ことも付け加えている。この点は，事業の同種性及び事業内容の類似性を判断するための要素
について検討した箇所にも表れている。例えば，製品の用途及び市場の地理的条件に関して，
それぞれの相違は認めつつも，製品の用途については，小型モーターの卸売業者が通常複数の
用途の製品を取り扱っていることやいずれも汎用的製品で特殊なものでないこと，地理的条件
については，最終製品の市場の影響度，小型モーターの卸売業は通常複数の市場に存在する買
主に売却していることを踏まえ，その相違自体がかなりの差が生ずることを認めるに足りる証
拠とはなりえないと判示し，事実の立証が必要でないことを明確にしている。
　　　 　さらに，事業の同種性及び事業内容の類似性の判断するための要素として，「同種事業類似
法人の選定の作業」は，「比較対象取引の選定の作業と判断の手法が類似」している点に着目
して，「本件特措法通達⑵－3」，すなわち，比較対象取引の選定に当たって検討すべき諸要素
が「参考となるべき」ことも判示している。ただし，参考程度であることを明確にするため，
推定課税の趣旨が独立企業間価格を求める趣旨とは異なることを示しつつ，「ある要素」が「比
較対象取引の判断基準として重視されているからといって」，必ずしも，「同種事業類似法人の
22　更正処分等を行った時点では，取引単位営業利益法（平成16年度改正による追加）がなかったため，このような表現
であると考えられる。現行においては，事案によって，粗利益率レベルが営業利益率レベルと置き換えられる場合があ
ろう（前掲注20）参照）。
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判断基準に重視されるとはいえない」こと，「その判断基準も相当緩和されたものになるとい
うべき」ことも付け加えている。この点も，例えば，事情の同種性及び事業内容の類似性を判
断するための要素について検討した箇所に表れている。
　　　 　一つ目の例は事業規模の指針の一つである売上高についての検討箇所で表れている。本件類
似３法人の中で「最も規模の大きいa社の売上高が最も多い年度において50億円を超え60億円
以下である」一方，P1の年間売上高が「１億円ないし５億円程度である」と認められるとしつつ，
小型モーターのメーカーの売上高の分布，すなわち，数億円から1000億円超である分布を引き
合いに出して，「大きく異なるとまではいい難い」と判示している。なお，原告の「P1社の売
上規模を算定するに当たっては，移転価格調整によって調整された後の取引価格を基準にすべ
きである」との主張に対して，本判決では，移転価格税制は，「独立企業間価格で取引が行わ
れたものとみなして課税を行う制度であり，移転価格調整によって直ちに国外関連取引の相手
方の売上高が減少するものではないことからすれば，失当である」と判示している。この点は，
論理展開が不十分であるのではないかと考えられる。この判示が移転価格税制上の調整が国外
関連取引の相手方の売上高等の私法上の取扱いには影響を与えない23という捉え方，又は，他
の移転価格調整要素があるから直ちに国外関連取引の相手方の売上高が減少するものではない
という捉え方もできるかもしれない。しかし，一般的には，独立企業間価格の算定に際して，
売上高を比較する場合，双方本来あるべき姿の比較であることからすれば，国外関連取引の取
引規模が大きい場合，移転価格調整後のもので行うことが望ましいであろう。但し，小型モー
ターのメーカーの売上高の分布を引き合いに出すような推定課税における売上高の比較を行う
場合，この程度の移転価格調整は結局大きな意味を持たないのではないかと考えられる。
　　　 　二つ目の例は取引段階についての検討箇所に表れている。独立企業間価格を求める際には，
「国外関連取引と比較すべき取引を選定しなければならない」ことから，「取引段階の差異を適
切に調整することが必要」となる。一方，推定課税を行う際には，「国外関連取引に係る事業
と同種の事業を選定」するのであり，①「事業という文言が各種の取引を包括したものである
ことは明らかであり，ある事業に属する取引は各種の取引段階にあるものが含まれているのが
通常である」と考えられること，②「事業の同種性及び事業内容の類似性として高度なものが
要求されているとはいい難い」ことからすれば，「取引段階が異なることによって粗利益率に
多少の差が生ずる」ことがあっても，「大きな障害になるとはいえない」と判示している。こ
の点は，前述した独立企業間価格を算定する比較対象取引の比較可能性の判断に比して，相当
緩和されており，大きく異なる点として注目に値する。
　　　 　三つ目の例は個々の契約条件の異同についての検討箇所に表れている。独立企業間価格を算
定するための比較対象取引については，本件特措法通達⑵－3で示されているように，契約条
23　租特法66条の４第１項，すなわち，「当該法人の当該事業年度の所得…に係る…法人税に関する法令の規定の適用に
ついては，当該国外関連取引は，独立企業間価格で行われたものとみなす」（筆者下線加筆）の文言がこの根拠となっ
ていると考えられる。すなわち，あくまで，納税者である法人の法人税に関する法令の規定の適用に関して，「その取
引が独立企業間価格で行われたものとして所得計算を行うというもの」（『昭和61年度改正税法のすべて』（大蔵財務協会，
1986年）194頁）であり，それ以外の私法上の取引には関与しないものであると考えられる。
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件は重要な要素である。しかし，推定課税においては，「国外関連取引に係る事業と同種類似
の事業における利益率等を算定すればよいのであり，個々の契約条件の異同は，特段の事情が
ない限り事業の同種性及び事業内容の類似性に影響を与えない」と判示しており，契約条件は，
推定課税においては，それほど重視されないことを明確にしていると考えられる。
　　ウ　推定課税におけるシークレット・コンパラブルの利用
　　　 　租特法66条の４第９項は，「推定課税を行う際に…同種事業類似法人に対する質問検査権を
行使する」ことを認め，そうであれば，「質問検査権で得られた情報を推定課税において用い
ることが前提とされていると解するのが相当である」と判示している。このように，本判決で
は，推定課税においてシークレット・コンパラブルの利用は可能であるとの判示はなされたが，
推定課税以外にシークレット・コンパラブルの利用が可能か否かについて直接には触れていな
い。推定課税以外にシークレット・コンパラブルの利用が可能か否かについては，可能である
という見解24及び可能ではないという見解25があるところ，この点について，今後の裁判所の
判断が望まれる。
　　　 　なお，原告は，シークレット・コンパラブルを用いた推定課税につき，「納税者の防御の機
会を奪うもので相当ではない」と主張しているが，この点に関し，裁判所は立法政策の当否を
問うものであるとし，守秘義務に反しない限度で同種性・類似性について立証することは可能
であることも示して，原告の主張を退けている。さらに，①推定課税の制度が，主として，「独
立企業間価格の算定の根拠となる帳簿書類等の提示等についての納税者の協力を担保する趣旨
で設けられたものであること」，②納税者は自ら独立企業間価格を立証して推定を破る方法を
採ることができることを理由に挙げて，シークレット・コンパラブルを用いた推定課税は過酷
ではないことも付け加えている。
　⑷　その他，本判決で明らかにされていない論点
　　 　推定課税と法人税法131条等の推計課税について，本判決では「推定課税において，」関連者間
取引を「主として行っている企業を同種事業類似法人とすることは許されない」という点に関連
して，「推定課税は移転価格税制の制度であり，」「推計課税26が用いられる場面と異なることか
24　「このシークレット・コンパラブルを独立企業間価格の算定に使用する理由として，課税処分を行うためには比較可
能性を決定する諸要素について十分な検討を行い課税庁としてより正確な独立企業間価格を算定することが要求されて
いるところであり，課税庁としては既に把握している第三者情報から移転価格上問題があると認められる事案について，
租特法第66条の４第９項による確認により課税処分の必要性について確信を得た場合に，シークレット・コンパラブル
以外の根拠を得られないことを理由として課税処分を見送ることは，わが国の適正かつ公平な税務行政の推進の観点か
ら認められないものと思われる。」（居波邦泰「移転価格事案の訴訟に係る対処等の検討－米国の判例等を踏まえて－」
税大論叢54号（2007年）415頁）
25　「移転価格税制の制度創設後，新たにシークレット・コンパラブルを用いた２項による移転価格課税を許容する旨の
法改正はなされていないから，制度創設当初と同様に，現在も，シークレット・コンパラブルを用いた２項による移転
価格課税は，法の認めるところではないといえる。」（山本英幸「シークレット・コンパラブルによる移転価格税課税と
申告納税制度」税務訴訟３号（2010年）143頁）
26　筆者下線加筆。
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らすれば，推計課税27の原則が直ちに推定課税に当てはまるとはいえ」ないと判示し，真摯な検
討はなされていない。確かに本判決の指摘するように，「用いられる場面は異なる」が，推定課
税及び推計課税を行う背景等は類似している。例えば，適正公平な負担の観点から，納税者の非
協力に対応するための規定である点は同一である28。さらに，推計課税を巡る判決及び論文等は
多数出ており，これを受けて様々な論点が検討されている一方，推定課税を巡る判決は現段階で
本判決しかない。したがって，推計課税を巡る判決及び論文等で検討されている論点と推定課税
に関する論点を比較分析することは今後必要となろう。
27　筆者下線加筆。
28　推定課税について，本判決では，移転価格税制の適正公平な執行を確保するため，主として，移転価格税制に不可欠
な「独立企業間価格の算定の根拠となる帳簿書類等の提示又は提出についての納税者の協力を担保する趣旨」で設けら
れたと判示している。一方，推計課税について，金子教授は，「所得税および法人税の理想が，直接資料を用いて所得
の実額を把握することは，いうまでもない。しかし，直接資料が入手できないからといって，課税を放棄することは，
公平負担の観点から適当でない。ここに推計課税の認められる根拠がある」とし，推計の必要性の認められる場合の一
つとして，「納税義務者またはその取引関係者が調査に協力しないため，直接資料が入手できない場合」を挙げている（金
子宏『租税法第18版』（弘文堂，2013年）775頁，776頁）
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